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太平商工株式会社の株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 28年 10月 25 日開催の取締役会において、太平商工株式会社（以下「太平商工」と

いいます。）の自己株式を除く発行済株式を取得し、子会社化することを決議いたしましたので、下

記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

当社グループは、住宅用建材・設備機器の卸売りを主たる事業として、建材事業・生活事業・

加工事業・その他の４事業で展開しております。 

今般株式を取得する太平商工は、東京、名古屋、神戸に拠点を置き、電気絶縁物・耐熱材料、

自動車用部品等を販売しており、当社グループにはない取引先と商材を有しております。当社グ

ループと太平商工が持つ営業インフラとノウハウを共有することで、今後の事業展開が更に広が

るものと判断しております。 

今後も事業ポートフォリオの拡充およびグループシナジーの一層の追及を図り、グループ各社

の持つ販売チャネルとグループの総合力を活かし、持続的に成長できる事業体制の構築を目指し

てまいります。 

なお、平成 28年 10月 31日付で当社の組織を変更し、産業資材部を新設して太平商工を所管

子会社とする予定です。 

 

２．異動する子会社（太平商工）の概要 

（１） 名 称 太平商工株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区新橋三丁目４番 10号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長  小澤 義一 

（４） 事 業 内 容 電気絶縁物・耐熱材料、自動車用部品等の販売 

（５） 資 本 金 50百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 29年 12月 24日 

（７） 大株主及び持株比率 小澤 義一 （100％） 



 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係・人的関係・取

引関係はありません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会

社の関係者との間には、特筆すべき資本関係・人的関係・取引関

係はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

 決算期 平成 26年３月期 平成 27年３月期 平成 28年３月期 

 純 資 産 293百万円 310百万円 333百万円 

 総 資 産 1,523百万円 1,615百万円 1,593百万円 

 売 上 高 3,371百万円 3,767百万円 3,989百万円 

 営 業 利 益 37百万円 74百万円 59百万円 

 経 常 利 益 33百万円 75百万円 61百万円 

 当 期 純 利 益 6百万円 20百万円 24百万円 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 小澤 義一（100％） 

（２） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該株主との間には、記載すべき資本関係・人的関係・取

引関係はありません。また、当社の関係者及び関係会社と当該株

主との間には、特筆すべき取引関係はありません。 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

0株（議決権の数：0個） 

（所有割合：0％） 

（議決権所有割合：0％） 

（２） 取 得 株 式 数 

72,000株（議決権の数：72,000個） 

     （発行済株式数に対する割合：94.7％） 

（議決権所有割合：100％） 

（３） 取 得 価 額 

取得価額については、売主との守秘義務契約があり非公表として

おりますが、公平性・妥当性を確保するため、第三者による株式

価値の算定結果を勘案し決定しております。 

（４） 異動後の所有株式数 

72,000株（議決権の数：72,000個） 

     （発行済株式数に対する割合：94.7％） 

（議決権所有割合：100％） 

 

５．日 程 

（１） 
取 締 役 会 決 議 日 

株式譲渡契約締結日 
平成 28年 10月 25日 

（２） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成 28年 10月 31日（予定） 

 



 

６．今後の見通し 

本件子会社化が平成 29年３月期の当社連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以上 

 


